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臼本稿は、本誌第二四巻第一・二号に続くものである。したがって、課題の設定、分析の視角などは既に述べた
ものと同様である。「少数派組合」は、企業別組合の組織分裂によって発生し、程度の差はあれ、階級闘争のイデオ
ロ
ギ
ー
と
結
び
つ
い
た
左
派
組
合
で
あ
り
、
従
業
員
の
小
部
分
を
占
め
る
に
過
ぎ
な
い
労
働
組
合
で
あ
る
と
、
暫
定
的
に
言
う
こ
と
が
で
きよう。このような暫定的な定義による少数派組合の団結と行動の態様はきわめて多様であるから、事実に関する情
報を集めた上で、改めて有効な定義を見出すことが必要であると考えている。暫定的定義の問題点のひとつは、階級
闘争のイデオロギーとの結びつきの問題である。河西宏祐『少数派労働組合運動論』二九七七年）では、少数派組
合を価値志向の強い集団とみなしているようであるが、さきの全国金属プリンス自工支部のケースでも、集団全体と
しては、やはり大衆団体的な性格を維持していた。この事例においては、その点は一層明瞭である。もしもそうであ
るとすれば、少数であること自体も問題となりうるであろう。分裂後、多数を維持している第一組合または、多数派
に成長した左派組合では、イデオロギーとの結合はいっそう緩やかである。多数派第一組合は、このことによって戦
闘性ｌ震求を貫くため、争議行為を含む資本から独立した讃活動を徹底して行う傾向Ｉを弱めているわけでもな
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いように見える。少数派から多数派へ、そして、組合員となりうる従業員全体を組織する企業別組織統一は、少数派
にかなり一般的な政策目標であると推定される。一般の企業別組合と、暫定的な意味での「少数派組合」とは連続し
ており、したがって』」の連続性に着目すれば、これらは分裂下の左派組合、第一組合などの規定がより適切であるか
もしれない。この際は、価値志向の強い少数労働者の組織を、とくにその要素に着目して、改めて「少数派組合」と
して区別することができよう。この種の少数派組合の数は、またきわめて少数と推測される。なお既成の労働組合運
動の一翼を担う分裂下の左派組合は、おおむね、企業内の相対的、絶対的少数者の組織であることが多い。これを
「少数派組合」とよぶときは、質的な側面よりは、数的な側面のみに着目していることになろう。
Ｑ「少数派組合」が、近年注目されている理由は、これらが、一般の企業別組合の機能面での「欠陥」を克服し
ていると承なされているためであるが、労働運動と労働問題研究者の中では、企業別組合の機能の「欠陥」は産業別
組合に脱皮し、または産業別組織と企業別組織が適切な関係に立つことにより、克服されるものと考えられてきた。
企業別組合から産業別組合へという組織変更の動きは現実とならなかったが、しかし、企業別組合の連合体である単
産においても、産業レベルの機能強化が企てられた。「少数派組合」が多数派になり、さらに企業別統一を回復した
事例では、産業別組織が、地域共闘と並んで、団結と行動を支援する役割を果したとみられる。私鉄総連は、賃金闘
争のほか、統一的労働基準の設定、個別争議の支援の制度、産業別の高い組織率などによって産業レベルの労働組合
の機能が強いとみられる単産である。ここでは、多数の分裂を経験したが、同時に、企業内の統一についても相当数
の経験をもっている。私鉄総連傘下の第一組合では、総連との関連（具体的には地連、地方労働組合Ｃ」ともある）
なしには団結と活動について語り得ない。私鉄総連では、最近時点で、全国の約二四○組合のうち一九が分裂下にあ
広島電鉄㈱は、広島市内の路面電車、広島市内から宮島ロ間の鉄道、市内および広島県西部、および山口、島根の
一部の路線バスを運営する、中国地方の代表的な私鉄・パス会社で、従業員は一九七七年一一一月末で二、二五六名であ
る。労働組合としては、ここで分析する私鉄総連加盟の「私鉄中国地方労働組合広島電鉄支部」（以下、支部）と対立
組織である同盟・交通労連の中心組合である広島電鉄労働組合（電労）がある。最近の時点で、支部組合員は約九○○
名、電労約一一一○○名である。このように、最近の支部の組織勢力は、かなり大きいが、かっては、支部の勢力が電
労の五分の一程度の劣勢であったこともあり、分裂後の長い闘争を通じて今日のような勢力に回復したものである。
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一一一
るが、この中には、労働争議史上著名な弘南今ハス、山陽電軌などの第一組合、左からの分裂とも評されてきた私鉄中
国一畑電鉄支部も含まれている。私鉄中国広島電鉄支部はもっとも分裂の歴史が永い組合である。私鉄総連全体とし
ては、組織分裂が、深刻な組織問題となっていた十数年前から、対策会議等をしばしば開き、対策を体系化して行っ
た。これは基本的には分裂していない組合の組織強化にも役立ちうるような私鉄総連として積み重ねてきた一般的な
（注一）
組織方針を内容とするものであった。この方針は、それぞれのケースで具体化され、長期間を経て結実し、組織分裂
問題はかなりに克服された。経営者側も、敢えて組織分裂を企てなくなったもののようである。この事例は産業レベ
ルの労働組合機能が、相対的に充実している状況下での組織分裂下の単組の団結と活動を問題としている。
（注一）日本穏鉄労働組合総連合会『合理化と組織分裂ｌその蘂態とたたかいの教訓』（一九六八年）
内山光雄他による座談会「組合併存下の少数派組合の権利闘争」（労働法律旬報八四六号、一九七一一一年十二月上旬号）
組
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分
裂
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過
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徴
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その闘争の経験は、私鉄総連の中でも分裂がもっとも多い私鉄中国の他の支部における分裂から統一に至る運動の過
程でも生かされてきたと言われ、この組織分裂後の経過を分析することは、分裂下の組合が一般に志向している統一
の可能性をさぐる上でも重要である。
組織分裂が起ったのは、一九五四年一月であったが、分裂の背景と経過は、大要次のとおりであった。
第一に、御用組合として発足した労働組合であったが、間もなく、戦闘的な組合に転化していったため、会社が、
労働組合の力を経営に対する重荷と糸なすようになったと推定される。労働組合の結成は一九四六年三月で、当初は
課長、係長が役員の中心となっていた。しかし、翌年には私鉄総連に加盟し、私鉄中国の前身である「私鉄中国地
連」の中心的な組合のひとつとなり、役員を送った。一九四九年には、地連でははじめて、賃上げ闘争のため二四時
間ストを行ない、要求を貫徹した。同年にはまた、地元に工場をもつ日本製鋼所の人員整理をめぐる争議があった
が、広島電鉄労組は、争議の支援を行なった。一九五○年二月には、前年末の闘争をめぐり、会社が組合員一○名を懲
戒解雇したが、組合は法廷闘争で全面勝利した。この事件は、会社・組合の対立が激化しつつあったことの指標であ
る。一九五二年に開催された私鉄中国地連の定期大会では、広島電鉄労組の委員から、地連の単一化を促進する決議
案が提出された。単一化は早くも同年十一月に実現されたが、その委員長、書記長は広島電鉄労組の所属であった。
単一化の狙いは、中小組合を中心とした中国地方の私鉄労働者の連帯により闘争力を強めるところにあったが、広島
電鉄労組は、このため、推進的な役割を担ったわけである。単一化後、「これまでは小さな単組では不可能だった強
力な闘争体制を可能とした」「難航していた労協（労働協約）・退職金・一時金・賃上げ（交渉）が、単一化後は組
合ペースで……進められるようにたり」……経営者は、このような状況に対応するため、次たに、組織分裂工作を行
第二に、組合運営に円滑さを欠き、会社がこれを利用して攻撃した。『私鉄中国翠年の歩染』（以下『配年史』）
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目
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れ
る
。
す
な
わ
ち
、
広島電鉄労組で償一一一八名について解雇通告をうけた（五○年十月二十一日）が、これは、私鉄組合員としては、西
鉄
、
東
急
の
大
手
二
社
に
次
ぐ
規
模
で
あ
っ
た
。
と
こ
ろ
で
、
私
鉄
中
国
地
連
は
、
不
当
解
雇
反
対
闘
争
を
組
織
し
よ
う
と
し
た
が
、
広
島電鉄労組は被解雇者の組合員資格を否認した。このことは、当時の組合内部に抗争があり、民同派が、レッド・ハー
ジを機会に、対立派閥の幹部を切り捨てようとしたことを意味していた。レッド。、ハージは、したがって組合の協力
のもとに実現される結果となった。しかし、レッド・パージ後も派閥は解消せず、分裂直前には、民同派内に左右の
対
立
が
あ
り
、
そ
の
ほ
か
、
労
農
党
、
日
本
共
産
党
の
系
統
の
言
動
を
な
す
者
が
い
た
と
言
わ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
派
閥
間
の
争
い
に
よ
って、組合執行部が安定しなかった。『泌年史』は、レッド。、ハージにあたって犠牲者の組合員資格を剥奪したこと
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五
ない、このため、私鉄中国のいくつかの支部がこの時期に分裂させられている。具体的には、私鉄中国単一化後、お
よそ二年の間に、次のような組織動揺があった。西大寺鉄道支部の分裂（五三・一一・一一九、後に第一組合は消滅）、
両備バス支部の脱退（五一一一・一二・一一一一）、岡山バス支部の分裂（五一一一・一一一・一九）、｜畑電鉄支部の第二次分裂
（五四・一、その後第一組合は解散）、島根鉄道支部の分裂（五四・二、七月第二組合と合併、十二月、会社が一畑
電鉄に合併し支部消滅）。五三年六月当時の私鉄中国の支部は一一一一であったから、これらの組織動揺はきわめて深刻
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
資
本
の
攻
撃
の
中
で
、
私
鉄
中
国
の
も
っ
と
も
大
き
な
支
部
で
あ
っ
た
広
島
電
鉄
支
部
が
、
分
裂
攻
撃
を
う
け
（注二）
る
こ
と
と
な
っ
た
。
一九五三年八月、郊外．〈スの転落事故があり、会社はその補償費負担の問題にからめて、営業不振を理由に九○名
の希望退職募集を組合に提案した。組合は、希望退職募集中止の仮処分を広島地裁に申請したが、認められなかっ
た。このため、執行部に対する不満と不信が一般組合員の中で高まった。
五三年越年闘争では、組合運営上の欠陥がさらに深刻な形であらわれた。すなわちこの闘争でストライキが行なわ
れたが、郊外・〈スの委員は、県下の郡部等では乗客の反感が強く、ストライキを行なうことが困難である等の判断か
ら、ストライキから郊外パスを除外するよう委員長に申し入れ内諾を得たが、委員会（中間議決機関）は、これを否
定し、全面ストが行なわれた。しかし、郊外傘ハスの一部の職場はこの決定に反議し、統制違反問題に発展した。この
ような事態となったのは、広範囲に職場が分散している郊外”ハスの組合員の実情について組合の機関が十分理解して
おらず、また、十分な教宣活動も行なわれていなかったこと、委員会においても、郊外・〈ス職場の少数意見は無視さ
れがちであったことのためである。統制違反に対して組合に調査機関が設置されたが、労働協約には晉一オン・ショ
ップ協定があり、統制違反者が職を失なう可能性もあった。
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一ハ
による一般組合員の組合幹部に対する不信感がひろがり、また、派閥抗争によって「組合執行部が非常に不安定なと
ころまで弱体化していった」としている（八七ページ）。執行部がめまぐるしく交替し、わずか二カ月で交替した執
行部もあった（私鉄総連『合理化と組織分裂』六四ページ）。なお、前述のように、一九五○年二月に懲戒解雇問題
があったが、これは、前年の越年資金に関する闘争の最終段階で、臨時大会で妥結を決定した際にこれを不満とする
一部組合員が決議に反対する行動に出たことに端を発するもので組合内部の意思疎通の困難さを示していた（『泌年
史』二九ページ）。
第１表組織分裂の状況
成蔦繊瞥組 合 場職 緒
1）慈鉄中国広島電鉄支部
2）広島電鉄労働組合
3）職員組合
4）技術組合
5）民主組合
6）鉄道組合
7）軌道組合
全職場
郊外パス
職貝
車繍,電気
市内パス
鉄道
軌道
残留
1954.1.18 
約725少数派組合の団結根拠
300 
1．２９ 120 
施設･整備 2．９ 300 
2．１３ 150 
2．１４ 130 
3．４ 250 
2)～7)の計６組合 1.250 
『科鉄中国23年の歩み』８７～88ペ- ジより作成
このような事情のもとで、一九五四年一月十九日、郊外零ハス職場の職制が
中
心
と
な
っ
て
、
第
二
組
合
を
結
成
し
、
五
日
後
に
は
郊
外
パ
ス
組
合
員
二
九
○
名
が
支
部
を
脱
退
し
て
第
二
組
合
に
参
加
し
た
。
こ
の
分
裂
に
続
い
て
事
務
職
員
も
分
裂
し
た
（一月二十九日）。これも越年資金闘争のストライキの収拾の不手際を批判さ
れて執行部が総辞職し、その後の役員選挙にあたって、選挙の枠を越えて対
立が激化したことによるものであった。結局、会社側の介入によって、職員
組
合
が
結
成
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
の
分
裂
は
他
の
部
門
に
も
波
及
し
て
、
次
点
に
部
門
別
に
対立組合が成立した（第一表）。分裂した組合は、その後曲折を経て統合し、
一
年
後
に
は
、
広
島
電
鉄
労
働
組
合
と
し
て
再
出
発
し
た
。
一
九
五
四
年
八
月
に
お
け
る
組
織
人
員
は
、
支
部
七
六
五
名
、
電
労
「
○
四
四
名
で
、
支
部
は
少
数
派
と
な
っ
た
。
以上の分裂の経過を糸ると、職場別に分裂が進展したこと、第二組合への
統合も段階を追って行なわれたことから窺われるように、職種、職場別の労
働実態と意識の違いがあり、分裂前の支部では、それが相互間の意思疎通を
妨げていた推測される。経済的な面でも、分裂前の「電産型賃金」では、賃
金が年齢別生活保障に傾き、職種による賃金差がなく、熟練を要する職種の
労
働
者
の
不
満
が
潜
在
し
て
い
た
と
言
わ
れ
る
。
執
行
部
が
下
部
か
ら
の
突
き
上
げ
に
よ
り
、
不
安
定
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
一
般
労
働
組
合
員
に
運
動
の
活
力
が
あ
っ
た
七
なお、聴き取りによれば、そのほか、分裂当初の支部・電労の組織状況としては、分裂の中心になった郊外余ハスで
電労が圧倒的であり、・ハス・電車修理部門も同様であった。他方、軌道、市内．〈ス部門と食堂では支部の勢力が大き
かった。この傾向は最近時点でもほぼ同様である。支部に留まった人の中には、「それ童で労働組合の活動家として
目立った活動をして来なかったが、労働組合員として良心的な人」「正義感の強い人「｜「仕事に真面目な人」などが
多
か
っ
た
と
言
う
。
社
会
党
系
と
共
産
党
系
の
組
合
員
は
支
部
に
残
り
、
革
新
同
志
会
の
グ
ル
ー
プ
、
労
農
党
系
の
者
は
電
労
側
に
去
っ
た
と
い
う
事
情
は
あ
る
が
、
分
裂
後
支
部
に
残
っ
た
者
の
大
多
数
は
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
に
も
と
づ
い
て
団
結
を
守
っ
た
と
い
う
よ
り
は
、
正
少数派組合の団結根拠
八
が、職場別利害が対立し、派閥抗争とあからんで、労働組合としては統合に不十分な面があったと言えよう。
第三に、会社は、職制を用いるなどして組織切り崩しを行なったと推定される。そして従業員意識に訴えて分裂を
促進した。『合理化と組織分裂』によれば、最初の分裂は、郊外パスの職制が中心となって、支部が「スト激発主
義」であると批判したものであり、職員組合の成立にあたっては、会社は係長クラスを総動員して、私鉄総連を攻撃
したとしており、さらに会社が「職制動員による家庭、親戚、身元保証人、出身校などによる徹底した分裂策動」を
行なったと記述している。このような会社側の介入は、組織分裂にあたってしばしば承られるものであり、広島電鉄
の場合も例外ではなかったと考えてよかろう。右の資料はさらに、三田村労研による「職場防衛会議」に一五○名が
参加し、その参加者が分裂の中心となったとしている。この人台は、企業を、「アヵ」や「スト激発主義」から防衛
することによって従業員の生活を守り得ると主張したが、日常的にも経営の一環として管理活動の末端を担う、役付
の従業員（係長、主任、監督、組長、駅長、助役など）は、ほとんど例外なく電労側に去った。本社事務についても
の従業員（係長、主任、陛
電労側が圧倒的であった。
な
お
、
聴
き
取
り
に
よ
れ
》
分裂後最近に至るまでの組合員の推移は第一図のとおりである。電労は、分裂後数年で組織人員は当初の二倍以上
に急増した後、一九六五年頃から低落傾向を辿っている。新規採用者に対しては、分裂後しばらくの間、会社から電
労に加入するような働きかけが明確に行なわれたことがあったし、そうでなくとも暗黙の圧力を感じて新規採用者は
少数派組合の団結根拠
九
義感や、労働組合活動の当然なこととして支部に留つた者が多かったと推測される。
このように、一般組合員についてみれば、普通の組合員が支部に留ったので、分裂組合に移った者との間に必ずし
も明確な断層があったわけではなく、組織間にかなりの流動がみられた。分裂直後の賃金闘争で共闘が成立し得た
し、分裂した組合の中で軌道組合、職員組合などは私鉄総連に連るべきだとの立場さえとった時期があった。しか
し、分裂した組合は「…会社の支援と全労会議の指導によってますます反総評、反私鉄総連の方向に進（んだ）」（『泌
年史』八八ページ）。分裂が、外部からの働きかけにより作り出され、固定化されたと考えられる。
（
注
二
）
単
一
組
織
と
し
て
の
私
鉄
中
国
は
、
次
の
点
で
、
私
鉄
総
連
の
地
方
連
合
会
と
は
異
っ
て
い
る
。
第
一
は
協
約
締
結
の
権
限
を
も
つ
こ
と
で
ある。企業レベルの交渉にも参加する。第二に統制権をもち、組合員の除名は私鉄中国のみが行ない、権利停止についても第
二審にあたる。第一一一に組合費を徴収し支部に還付することになっている。しかし、実際上は、支部が独自の基準で組合費を徴
収し、私鉄中国が別に定める定率の組合費の一定割合（現在三五％）を納入している。第四に長期争議（八日以上のストライ
キ）につき財政的支援をすることになっている。第二の点を除いては、地連でも同様の運用が可能と思われる。制度面よりも
むしろ単一組織であるという鞘神的連帯感により、統一的な政策決定、行動、専従役員の指導が、穂み重ねられてきたことが
「単どの中身として重要であろう。
二
組
合
活
動
と
影
響
力
の
拡
大
第１図組合員数の推移（毎年８月）
人
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電労に加入した。
し
た
が
っ
て
六
○
年
代
半
ば
頃
ま
で
は電労の組織人員の相当部分は、
会
社
の
従
業
員
数
に
応
じ
て
変
動
し
て
き
て
い
る
。
近
年
の
組
織
人
員
の
減
少
も、支部の勢力増大のほか、旅客輸
送
の
営
業
の
衰
退
と
合
理
化
に
よ
る
従
業
員
数
減
少
を
反
映
し
て
い
る
面
が
あ
る
。
支
部
の
組
織
人
員
は
、
分
裂
後
減
少
し
一
九
五
九
年
八
月
に
は
三
七
六
名
に
ま
で
低
下
し
、
そ
の
後
約
一
○
年
間
は
着
実
に
組
織
人
員
を
伸
ば
し
た
。
組
合
員
数
は
近
年
あ
ま
り
変
動
し
な
い
が、電労側の減少により両組合の
組
織
人
員
は
最
近
著
し
く
接
近
し
て
き
た
。
支
部
の
組
織
人
員
の
、
こ
の
推
移
の
背
後
に
は
、
労
使
間
の
厳
し
い
対
立
一
○ 
関
係
が
あ
っ
た
。
以
下
、
こ
れ
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
分裂後、一九五六年に、支部は、賃金闘争にあたって、はじめて実力行使したが、敗北し、打撃をうけた。第一図
における支部組織人員の減少（五九年まで）はこの敗北の影響を示すものである。五六年の賃金闘争にあたり、支部
は、一、’’一一八円（八・五％）の賃上げ要求を出したのに対し、会社は三月十八日、六五○円、賃金体系を号俸制に
すると、回答した。電労は受諾したが、支部は拒否じて闘争を続けることになった。問題は金額よりも体系にあり、
会社提案を受け入れれば、会社による査定幅を大きくし、それまでに存在していた組合所属による賃金格差が拡大す
ることが予想された。支部は差別賃金による組織壊滅を狙うものとして反綾した。支部の抵抗は回答の二日前のハン
ストにはじまり、次第に闘争が強化され、とくに一一一月二十八日から四月二日まで、市内電車、市内自動車で、全面時
限スト、指名時限スト、「飛びおりスト」（終点で指名ストに入らせるもの）などが毎日実行された。四月三日が般大
のやま場で、支部は約六五○名の応援を得て電車、パスの二四時間ストに突入したが、第二組合員によってピケが破
ら
れ
た
。
六
五
○
円
を
旧
体
系
で
支
払
う
地
労
委
の
あ
っ
旋
案
が
示
さ
れ
、
支
部
は
ス
ト
ラ
イ
キ
を
中
止
し
た
が
、
会
社
側
は
拒
否
し
た。解決は地元では不可能となり、運輸省の仲介のもとで、四月十六日、修正された号俸制を受け入れることで妥結
した。この闘争は、当時までの時期について言えば、「戦後最大規模の私鉄争議」であったが、この闘争を通じ支部
は二○○名以上の組合員を失った（以上、『配年史』九五’七ページ）。それの承でなく、この賃金体系は、会社に
よ
っ
て
賃
金
差
別
の
道
具
と
し
て
用
い
ら
れ
た
。
支
部
組
合
員
は
闘
っ
て
も
低
い
賃
上
げ
し
か
得
ら
れ
ず
失
望
感
に
と
ら
わ
れ
た
冑
合
理化と組織分裂巳。一九五八年、私鉄中国第八回定期大会で、分裂と統一問題について討議したが、その際、支部の
恵沢愚委員長は、率直に悲観的な状況を紹介している。
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組織がもっとも沈滞した時期の委員長の実情報告である。一二
少数派組合の団結根拠
すなわち、第二組合が一、八○○名に対し、支部は四○○名であり、退職者を含めて年間五’六○人が減少してい
る。第二組合とは話し合いのできるムードではない。「新人を教育する教習所の所長は第二組合の執行委員である。
そこで支部へ加入することが会社の方針に反するのだ、ということを教え込む」。郊外自動車部門では六○○名中六
○名が支部組合員であるが、基準法違反を指摘するビラを配布したら職制から強い圧力がかかった。「全く、どうす
れば統一への突破口をつくることができるのか、方法がつかめない実情なのだ」（『羽年史』二七ページ）以上が、
しかし、このような悲観的な状況下で、支部を立ち直らせる転機となった地味な、しかし創意のある行動が職場の
末端から起った。支部執行部からの聴き取りによれば、その第一は、学習活動などを通じて活動家が育ち、労働者の
不満を代弁するようになったことである。一九五九年ごろから、市内傘ハスの職場で、数名の車掌が集り、職制の悪口
を言って不満のはけ口としていたが、やがてこのグループが、「ハチの巣」という投醤箱を作って不満の声を集め、
会社・職制の横暴を批判するニュースとして刊行し、職場から歓迎された。会社は神経を使い処分をほのめかした。
そこで、支部の統制下の正規の学習会に発展させた。このようにして、「金曜会」「土曜会」の二つのグループが生
まれた。金臓会は、理論を中心に会合し－年間続いた。より重要であったのは、土曜会であった。これは「活動家の
有志をつのり、日常活動をどう発展させるかということを中心に討論会形式」で運営された。また、その討議は支部
の要求に反映された。この会では、「第二組合員にたいする説得活動の経験などについても話し合」う、実践とも結
びついており、毎週一回小グループで会合するところから緊密な活動家集団となったと推定される（『瀦年史』三一一
九’三三一ページ、『合理化と組織分裂』）
第二に、職場闘争を行ない、成果をあげ始めた。このことは、支部組合員に確信を与え、組織を拡大する契機とな
った。まず、組合規約が一九五六年一月に改正され、規約をもった分会をおくことになった。これは前述の賃金闘争
直前の改正であるが、幹部闘争から大衆闘争へという方針を制度化しようとしたものと考えられる。分会単位の執勧
な「職場闘争」は、組織が弱体化した時期に成果をあげ始め、支部組合員に確信を与え、電労組合員にも影響を及ぼ
すようになった。すなわち、市内・ハス部門では、一九六○年の「川祭り」に際し、時間外ダイヤを通常のダイヤから
分離させる要求を行ない、要求を実現繧鈩この要求の実現は沈滞し勝ちであった分会員に自信を与えた。市内電車
部門では、一九六一’六一一一年頃、休憩を確保する闘争を徹底して行ない、要求を実現した・組織分裂が最初に起った
郊外パス部門では、前記の通り支部組合員は劣勢で、最低のときは、約一、○○○名の中でわずか一一一一一一名の少数派であ
ったという。郊外。ハスでは、営業所および郡部などの「駐在地」に勤務することになるが、これらの勤務地は県下に
広く分散し、異動は個人の生活に不便・不利益となることも少なくない。支部組合員は、分裂後差別的な取扱いをう
けていた。異動（転勤）における差別は、電労組合員を優先した結果として、まだ支部組合員と電労組合員の接触
を断つためにも行なわれた。支部執行部が散在する支部組合と接触して意思統一し、「ゼロの闘い」とよぶ、公正な
異動基準（内容は後述）を確立する闘争を組むこととなった。「ゼロの闘い」は、成果があがらなくとも、徹底して
闘争するという趣旨であった。具体的には、少数派ながら一一一カ月に一回位の割でストライキを行ない、その際に集会
することを計画した。ところでこの闘争では、電労組合員も窓意的な異動に不満をもっていた者が多く、第二波のス
トライキの際の集会に電労の同調者が一○○名以上も参加したという。そこで会社側も妥協し、郊外命ハス部門につい
て、異動基準が事実上成立し、後に正式に協定された。
少数派組合の団結根拠
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第三に、会社による差別を排除するため、職場交渉と並んで団体交渉を行ない、逐次、協定を締結することに成功
した。賃金、仕事をめぐる差別についてすでにふれるところがあったが、分裂下の第一組合員と組合は、厳しい差別
の試練をうけることが多い。支部の場合も同様であった。支部は、これらを自力で阻止する方針で一貫してきた。小
原保行委員長は、その理由として、裁判所、労働委員会を利用すると、労働者が戦闘的でなくなると説明する。実際
後述する例では、地労委の調整は重要な局面で支部の闘争を抑制する役割をもった。この支部の場合は、交渉によっ
て、差別の行なわれるひとつひとつの事項について、順次、協定を締結することに成功した。そのためには、支部組
合員の行動を組織するのみでなく、電労組合員の支持をもうけ得るよう説得を行なうなどの活動が展開された。差別
を起こさせないような諸基準の決定は、会社・職制に迎合して個人的に利益を得ることを不可能とし、第二組合の存
立の基礎を切り崩す効果をもったと考えられる。
上述の三つの事項は、労働組合活動の大枠としては、私鉄総連、総評所属の組合としては、特別に目新しいものと
は言えない。しかし、具体的に見ると、分裂下の困難な条件のもとにあってこれを変えて行こうとする創意がゑられ
るし、たんに論議され方針が決定されたばかりでなく実際に執行部・活動家などにより執勧に取り組まれたことが重
要であるように思われる。これらの三つの事項の梁でなく、他の側面についても、分裂下の私鉄総連。総評所属組合
としては、オーソドックスなＩしかし壽上は黒なＩ組合篝が行なわれた．この運臺襄の組織を次第
に強化することに寄与したであろうと推定される。なお、多数の分裂組合をかかえた私鉄中国は、一九六四’六五年
頃から組合運営についての点検を重視して意見交流を行ない、組織強化により資本の分裂攻撃に対抗しようとした。
これは、六六年の「組織分裂を克服し、組織強化をはかり、組織統一を前進させるために」という画期的な行動方針
人
間
関
係
づ
く
り
職種・職場の利害による対立解消のために
項目は以上のように平凡であるが、内容にはそれぞれの分裂組合の多年の経験が盛り込まれて、実践的、具体的な
指針となっており、興味深い。広島電鉄支部の経験もこの指針に反映されていると思われる。
私鉄中国の方針では、組合員が皆で考え、行動し、幹部と組合員が信頼し協力し合うことを強調している。広島電
鉄支部の場合も組合員、活動家が討議し、その中から、独創的な要求や具体的な闘争のすすめ方を見出して支部の方
針を決め、組合員がビラ配布、電労組合員の説得、集会への参加など、行動で組合の行動に責任を分担してゆくこと
を重視してきた。大衆討議、個含の組合員の行動への参加が尊重されてきたと言えよう。小原委員長によれば、徹底
した討議のなかで独創的な要求や闘争方法が提起され、幹部がそれを取り上げてきたと言う。異動基準の協定、後述
少数派組合の団結根拠
一五
に発展した。』」の文露は、分裂の原因を資本の攻撃にあるとする一方、労働組合側には、攻撃をうける組織上の弱さ
があったと糸て、組織強化を提唱している。組織強化の具体的方法としてあげられているものを項目だけ示せば以下
の通りである。
世
話
活
動
運
動
を
染
ん
な
の
も
の
に
幹
部
と
組
合
員
の
結
び
つ
き
の
強
化
職場闘争・職場交渉・団体交渉の重視
職場闘争と企業内統一闘争の結合
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の市内パスの遅延防止策なども組合員の創意に由来するものであった。
分会ごとの活動は、一般組合員が討議と行動に参加する機会を与えてきたと思われる。現在は市内自動車（二分
会）、郊外自動車（一一分会）、軌道、鉄道、整備、技術、観光、本社の十分会がある。分会は、執行部および常任委員
（組合員一一一○名に一名）、分会委員二○名に一名）が中心となって運営される。実際上、分会執行部および常任委
員が、支部（全体）の委員となっている。支部委員会は中間議決機関である。やや特徴的なことは、分会の固有の役
割を「職場闘争」においていることである。この企業では、業務の種類、勤務場所、勤務の環境と条件が異り、分会
もそれぞれの職場に固有な問題を取り上げる。職場環境の改善のほか、勤務に関する諸条件の決定に発言することが
運転部門では重要となる。ダイヤの編成、走行キロ数、ハンドル時間などの細目を規制することがその内容となる。
分会による交渉・協議は、当該職場出身の支部執行委員、分会執行部、分会常任委員によって主に勤務時間外に行な
われるＣ一般分会組合員は分会ニュースにより協議の進展状況を知る。なお、分会レベルの交渉に一般組合員が加わ
って大衆交渉となった例もまれにあり、また、重要な問題については支部三役が加わることもある。
支部組合員が多い職場では、このような職場交渉が可能であったが、約十年前の『合理化と組織分裂』における報
告では、電労組合員の多い郊外・ハスではダイヤに関する協議が行なわれず長時間の拘束が強行されるという事態もあ
った。職場交渉で成果をあげるためには、職場で十分な勢力をしつようになるとともに、電労組合員を説得すること
が必要となる・現在、不定期ではあるが、分会ごとのニュースが刊行されている。情報を一刻も早く組合員に知ら
せ、要求や協議の進展状況を対立組合員に宣伝することは、分裂下の組合が主導権をとるために不可欠であると、私
鉄中国のリーダーは考えているが（香山重孝。小原保行『組合分裂とたたかう』七一一’一一一ページ）、分会ニュースは
どの役割を担うものとして位置づけられてきた。
『合理化と組織分裂』は、職場レベルの活動として「日常どんな小さな事件が起こっても、すぐ執行部や分会役員
に連絡させ……全員で解決するように取り組む…」とか、「弾圧・差別事件が発生したなら、ただちにその事実を職
場に明らかにし、集団交渉をくり返し、打撃をあたえて封じこめる……」などと述べている。・管理者、監督者に支部
組合あるいは組合員に対する差別的言動があれば、直ちに組合員が集って抗議することが慣例化した。この抗議は分
・会によって引き継がれ闘争が組織されてきた。このような闘争によって末端職制は、支部に対して、いわば中立化す
る傾向を生じた。組合員資格のある監督的な地位にある労働者は、組合の団結に関してマイナスになる場合がある。
前記のように組織分裂はこの層が中心になった。分裂後の支部では、職制労働者は少なかったが、年月を経過すると
ともに昇格の対象となりうる者が出てきた。しかし、職制の困難な役割から、支部組合員としては、あえて役付にな
ろうとする者は少ないと言われる。他方また、支部は、定年延長、市内電車撤去反対などの闘争で職制労働者の支持
をうけた。支部組合員は、管理者・監督者の正当な指揮・命令には異議を唱えておらず、その意味では職制は麻蝉し
ているわけではない。ただ、支部組合員の組織が強い職場では、支部、分会レベルで協定されたことや労働者の基本
的権利が守られることが、円滑に業務が継続しうる条件になっているといえる。
分裂少数派組合の中には、直接民主々義的な意思決定を行なっている組合もあるが、当支部は、組織人員が股低の
時でも四○○名弱であり、組合員の勤務地も分散していたから、支部執行部による集権的指導も重要であった。執行
部は、職場の労働者と意思疎通に心掛け、一般組合員、活動家の自発的な行動を統合し、促進する役割を果した。分
裂下の組織での幹部の役割の重要さについては、香山・小原両氏の経験によっても強調されている（前掲書六八’七
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二ページ）。分裂後、一九六五年ごろまでは、専従役員一名、職員一名であったが、専従役員を中心として、幹部は
休日休暇を組合活動のために用いて日夜活動した。郊外・ハス部門のオルグのため、幹部が片道三時間の場所まで出掛
けたこともあり、また、専従者の給与が、二級（車掌のランクで、用務員などにつぐ低位の職級）に一○年間据極か
れたという事情もある。このような、幹部の献身的な活動によって、支部執行部と末端の組合員が結合されていた。
支部の企業レベルの闘争（賃金、労働協約）が私鉄総連および私鉄中国の闘争の一環であること、支部の組織人員が
増加したことによって、幹部と一般組合員の意思疎通の困難が加ったと思われるが、専従役員の増員（現在三名、他
に上部団体出向一名）による接触の緊密化、執行委員と分会役員の協力などによってその困難を克服する努力も行な
われている。なお、現行労働協約では、専従役員は原則として組合員一一○○名に一名となっているが、会社は、協約
改訂交渉の際に、三○○名に一名の割に制限する提案をしばしば行なってきた。会社も、専従役員の役割を重視して
われている。な』
改訂交渉の際に、
いると思われる。
専従役員、委員長などの支部の中心的な幹部が長期間にわたって支部役員の職にあったことは、支部が一貫した方
針のもとに、長期的に組織強化に取組む上で好都合であった。これは分裂以前には、執行部がめまぐるしく入れ替っ
たことと対照的である。曇年史』によれば、一九五五年当時委員長であった恵沢氏は、一一○年間委員長の職にあっ
た。現在の委員長小原保行氏峰私鉄総連の役員となった時期もあるが、一九五四年から専従の役員で支部の中心的
た
。
現
在
の
委
員
長
小
原
保
壱
幹部として活動してきた。
私鉄中国の組織強化の具体的方法では、組合員の仲間意識を高めることを提唱している。広島電鉄支部と、分会の
レベルでは個人的な、生活のあらゆる面に及ぶ世話活動が、幹部、活動家によって行なわれている。また、組織をこ
えた世話活動もある。ただ、インフォーマルなためその程度は明らかでない。私鉄中国のなかには、家族組合の組織
をもつものがあり、分裂を防止するためにも、分裂下の組織を側面から援護するためにも、重要であるとされる（『組
合分裂とたたかう』一○一ページ以下）。この支部でも、十年余り結成の計画があり、毎年運動方針に掲げられてい
るが、実現していない。最近二’三年、組合員、家族、退職者による海水浴を催し、家族を含めた親睦の場が設けら
れた。組織対策として分会単位のレクリエーション活動などを奨励する予算が組まれている。一九七五年の大会で労
済の生命共済に全員加入し、七七年度には、交通共済について全員加入について討議することとなった。このように
生
活
面
で
、
署
員
が
相
互
に
助
け
合
う
こ
と
も
１
１
対
襄
蕩
に
比
較
し
て
系
統
的
遷
求
さ
れ
て
い
る
と
は
言
え
な
い
が
ｌ
ぁ
つぎに、産業、地域の労働組織との関係を染よう。支部は外部から支援されるよりは、人材を送り出す側にあり、
一九七七年度では、広島地区労事務局長に専従者を送っているほか、県労会議執行委員、私鉄中国執行委員などが出
ている。かっては、私鉄総連に執行委員を送ったこともあった。私鉄総連の他の組合の争議支援のため、組合員が派
遣されたこともある。総評の関連する地元の集会をはじめ、連帯関係にある労働組合以外の団体の主催する集会にも
組合員の参加を要請されて一般組合員が参加している。遠方に出掛ける時以外は支部は費用を負担しておらず、支部
が指示するとは言え、組合員の自発的参加の性格があるといえる。
ところで、支部も、一九五六年の賃金闘争にあたって、私鉄中国、県労会議から争議支援のための組合員の派遣と
財政的な援助をうけた。私鉄総連からは、「長期はりつけオルグ」が派遣され、財政的な支援があった。最近では一
九七五年の春闘・再建合理化闘争が長期化し、支部は「長期闘争支援基準」の適用をうけた。しかし、より重要な》」
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生活面で、組合員が相一
る程度行なわれている。
つぎに、産業、地域〈
一九七七年度では、広自
て
いる。かっては、私“
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二○
とは、・支部が単一組織である私鉄中国の支部として、産業別組織として他の単産に比較して充実した産業別の活動を
している私鉄総連の活動に参加していることである。主要な経済闘争、労働協約闘争が産業別連帯の中で行なわれる
ため、企業内ではなお少数派であっても産業全体としては多数派の組合として、企業に対する交渉力が補強されてい
る。要求内容、闘争方法、協定の内容も、私鉄総連全体の型に従ってゆくことができるから、他産業における分裂組
合のように、会社と第二組合の協定を第一組合が押しつけられる傾向は幾分か少ない（四参照）。もちろん、産業別
連帯の利益を現実のものとするためには、他企業並みの条件を実現させるための組織上の実力が必要となる。この実
力
の
中
心
に
な
る
の
は
ス
ト
ラ
イ
キ
で
あ
ろ
う
。
後
述
の
よ
う
に
分
裂
下
で
ス
ト
ラ
イ
キ
を
有
効
に
行
な
う
た
め
に
は
対
立
組
合
員
が
ス
トライキに協力することが望ましく、これはすでに実現されている。また、組合員にストライキの意志があっても、
経済的な裏付けが必要である。この支部では一九七一年に、闘争資金とストライキによる箪金カットを補償するため
の積立金の制度を導入した。一九七七年度の運動方針によれば、闘争資金は賃金の半月分、賃金カットに対する補倣
は一カ月分を積承立てることを予定しており、後者については、半月分以上に達したが、前者は、会計を分離したの
が最近のことなので蓄積がないとしている。組合員は、七七年度では賃金カットに対する補償に対するものとして一「
○○○円、闘争資金に対するものとして七五○円を毎月積み立てている。ストライキにより賃金カットされた場合、
二日目から賃金の五○’九○％が補償される。
なおや当支部の場合は、組織分裂後、解雇者を出したり、長期間の争議行為を行なったりしたことはなく、分裂下
の組合としては、．財政上の困難は少なかった方であろう。ただ、分裂下にあって組合員の規模に対して、活動の量は
大きかった。そのため、幹部・活動家に個人的な負担を課す傾向があった。一九七六年度の運動方針案は、この事実
を指摘して、役員の待遇の改善を問題とした。
以上、要するに支部が分裂下の劣勢から立ち直り、電労にまさる影響力をもつに至るについては、特異な条件は見
当らず組織運営全般にわたって、オーソドックスに地道に努力が重ねられたと言うにつきる。その結果、活動家が育
って分会レベルの活動を盛り上げ、他方が産業別組織の中で、リーダーが、末端からの活動力の統合に成功したとい
えよう。しかし、このような組合運営が定着し、会社、対立組合との関係も均衡状態が永続するにともない、分裂直
後の劣勢下の緊張した戦闘的関係から、労働協約、職場協定、慣行により制度化された関係に変りつつあることも否
定できない。分会レベルの活動についても、同様な事情にある。支部側の劣勢な本社分会の例をとると、ここでは、
昇格等をめぐり支部組合員が差別される傾向がなお続いており、少人数ながら全員参加による分会活動が行なわれて
いるｐ一方人員の多い運転部門では、支部内に専門部（担当部）をおき、班組織を設置したところもある。職場交渉、
交通政策に関する対外的活動、電労組合員への働きかけ、レクリエーションなどが活発に行なわれている。このよう
な支部でも一九七四年まで行なわれていた支部大会への分会の文書による報告には、活動が分会幹部中心になりがち
であった、職場集会への出席がよくなかった、意思疎通が不十分であったＰ組織が安定して活力を欠いたなどの率直
な反省もみられた。このように、支部組織が安定するとともに、組合運営のマンネリズムをいかに克服するかという
難問に当面していると考えられる。
（注三）川祭りにあたっては、臨時ダイヤが組まれる。乗務員は通常のダイヤによる勤務に加えて臨時ダイヤのため勤務しなけ
ればならなくなる。闘争以前では、会社は通常・臨時ダイヤを一括し、業務上の指示として勤務させた。ｊ、
．臨時ダイヤ部分を切り離し、時間外労働として位置づけると？時間外労働蓬任意とする慣行が確立されているため、会社は
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支部は、分裂による不利な立場にもかかわらず、分会レベルの交渉、対企業交渉などで成果をあげた。会社による
差別を防止するために、人事、業務に関連した諸協定は、独創的であり他に類例の少ないものである。「合理化」と
の取り組みも、私鉄総連の方針に沿いつつ弾力的に展開された。そのほか、企業内に視野が限定されない諸活動があ
一九六七年の会社Ｉ支部間の郊外自動車乗務員の異動に関する協定醤は、乗務員（運転手、車掌）の異動につい
て、要旨以下のような詳細な基準を設けている。
一
本
人
が
異
動
を
希
望
し
て
い
る
駐
在
地
に
異
動
さ
せ
る
場
合
希
望
を
届
け
出
、
経
過
日
数
の
長
い
者
か
ら
異
動
さ
せ
る
。
同
じ
日
数
の
者
で
競
合
す
る
場
合
は
、
勤
続
日
数
の
長
い
者
が
、
経
過
日
数
、
勤
続
日
数
が
同
じ
と
き
は
年
齢
の
多
い
者
が
優
先
す
る
。
の
取
り
組
み
も
、
私
鉄
総
連
の
方
針
に
沿
い
つ
つ
率
る。これら特徴的活動について概観しよう。
この支部は、一九六○年代を中心に、差、
分裂下の組合所属による差別としては、生
は、異動と「配腫」が問題となった。
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臨時ダイヤを運行するために労働者に協力を求めなければならなくなり、主客の関係が逆転する。これは、日常的なダイヤで
も、支部の発言権を認めさせるきっかけとなり、また、直接的には、病弱者などが過長な勤務を強制されなくなり、また、超
過勤務給が増えるという効果をもった。
三
分
裂
下
の
支
部
の
活
動
差別を阻止する狙いをもつ諸協定、慣行を積み上げた。
（注四）
、
仕
事
に
関
す
る
も
の
、
賃
金
に
関
す
る
も
の
な
ど
が
あ
る
が
、
仕
事
に
関
す
る
も
の
で
三
駐
在
地
の
廃
止
に
よ
る
異
動
は
、
最
も
近
い
駐
在
地
に
異
動
さ
せ
る
か
、
二
項
を
適
用
す
る
。
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なお、⑩異動希望者は公示される。②配偶者と同居するために異動を希望するときは経過日数一日を二日
と計算する。（翌年の協定により業務命令により希望しない駐在地に異動し止むを得ず別居した場合に限る）③
積雪地に冬期に異動する場合、復職者が休職前の駐在地に復職する場合、健康管理上の要注意者について労働者
の利益を配慮した例外をおく。③「不行跡」の者、体力、運転技鐘に問題のある者については、労使協議する。
二
希
望
者
の
い
な
い
駐
在
地
に
異
動
さ
せ
る
場
合
入社の暦年別にグループを作り、勤続年数の短いグループの順に、その中では次の順位で行なう。
ａ独身者（その中では年齢の少ない順）
ｂ
単
身
者
（
同
右
）
ｃ
家
族
も
ち
で
年
齢
が
少
な
い
者
（
同
右
）
．
通
学
す
る
子
女
の
な
い
者
（
同
右
）
次の者の選出順位は暦年別グループの最終とする。（翌年の協定によりＣ、ｂ、ａの順に異動）
ａ
希
望
地
に
駐
在
し
て
家
族
と
同
居
し
、
か
つ
定
着
し
て
五
年
以
上
と
な
る
者
ｂ
一
○
年
以
内
に
定
年
退
職
す
る
者
Ｃ
希
望
し
な
い
駐
在
地
に
異
動
し
た
者
なお、⑩通学中の者、家族に重病患者のある者は別途考慮する。②入社後八カ月未満の者にはこの項は適
用しない。
￣ 
＝ 
－ 
－－ 
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一読して明らかな通り、会社側の自由裁鐙の余地はほとんどない。また、アメリカの労働協約における先任権と形
の上で類似している。アメリカの先任権との違いは、本人が異動の希望を申し出てからの経過日数がもっとも重視さ
れていることである（一項）。これは、厳しい差別が行なわれている状況下で、あえて権利を主張することを労働組
合として重視したものであった。第二に、生活上の必要に暖い配慮がなされていることも相違している。不当労働行
為
を
防
止
す
る
た
め
に
は
も
ち
ろ
ん
、
労
働
者
の
権
利
と
生
活
上
の
利
益
を
守
る
た
め
に
、
画
期
的
な
内
容
の
協
定
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
れは討議を繰返すなかで、全く独自に労働者の創意から生まれたもので、この経過も注目に値する。執行部からのき
きとりによれば、この協定は、一九六○’六一年に事実上実現したが、記録によれば、電労が批准を拒否していたた
め
、
五
年
間
協
定
は
公
式
化
さ
れ
な
か
っ
た
。
正
式
に
は
、
上
述
の
協
定
が
六
七
年
九
月
か
ら
実
施
さ
れ
た
。
つ
ぎ
に
、
市
内
パ
ス
（
ワ
ン
マ
ン
カ
ー
）
の
運
転
手
選
考
基
準
お
よ
び
配
車
基
準
に
関
す
る
会
社
ｌ
支
部
間
の
協
定
醤
（
一
九
六
六
・
三・一）を取り上げる。ここでも郊外パスの駐在地異動と同様の先任権的な原則を導入しつつ以下のように展開され
ているＣ
ｌ
ワ
ソ
マ
ン
パ
ス
担
当
者
の
選
考
基
準
入社、職種変更後一年六ヵ月以上を経過した希望者（ただし、一定の条件の事故を起した者を除く）の中か
ら、「人物・接客態度等の成績等を考慮し、入社、職種変更後の年数の長い者から順次決定する。」同一年数の
ときは年齢順とする。
二
新
車
の
配
車
（
個
人
へ
の
割
当
て
）
Ａ
新
車
購
入
に
よ
り
広
範
囲
に
担
当
替
え
す
る
と
き
Ｃ退職、休職その他の人事異動により新車、中古車の一部配置換えするとき
出来るだけ広範囲にならないように次により順次配置する。
新車の場合はＡによる。中古車の場合は、担当者が欠員となった車のつぎの年式の車を担当する者の中で、
ワンマン担当期間の長い順に割当てる。
この協定に先立って、一九六二年に「ツーマンカー運転手の配車基準」に関する協定があった。支部はワンマン化
に反対していたが、電労は同意し、会社は希望者を募って実施した。一は、このような既成事実が生じた後に穴支部
がその弊害を緩和しようとしたものと考えられる。先任権と能力とが折衷されることとなっている・ワンマンカーへ
の切り替えにあたり、ツーマンヵー担当の時期に新車を割当てられた者があり、実際の協定はその取扱について詳細
に規定している。配車についてはとくにＡ、Ｂにおいては会社による自由裁量の余地は全くない。新車を割当てられ
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ワンマン担当開始またはワンマン新車受領の時期から担当期間を算定し、「ワンマン担当同期」のグループ
を作る。担当期間の長いグループから順次新車を配分する。ワンマン担当同期の中での順序は、第一順位を入
社・職種変更後の者（その中では年齢順）、第二順位を新車受領後の者（その中ではワンマン担当日数順〔第一
次レベル〕、担当日数が同じ場合その中で入社・職種変更後の日数順〔第二次レベル〕、担当日数も入社・職種
変更後の日数も同じ場合その中で年齢順〔第三次レペと）とする。
Ｂ新車購入にともない、全般的に担当を変更するとき
新車受領後は三年六カ月間担当するので該当者には中古車は割当てない。車の年式の新しいものからＡの順
序で割当てる。
退職、休職１
給表の糖成
６級１７級’８級’９級’１０級111級
監督 係長主任電車信号員
監督補助
路線組長
舎監
教師
整備管理者
少数派組合の団結根拠
組長
駅長・助役
舎監
教師
７級事務
技術職
８級事務
６級事務
技術戦 技術職
84.730 81.710 74,210 
74,600 
78,890 
79,320 
69,370 
69,680 
71,920 
72,270 82.190 85,250 
界」が等級ごとに指定されている。
二六
るかどうかは、市内パス運転手にとって重大な
関心事であり、そのため、かっては上役につけ
届けをしたり、車の摘掃を無償で行ない職制に
好意をもたれようとしたこともあったという。
配車基準の協定の意義も、ここから明らかであ
る。なお、この後、清掃要員の配置を支部が要
求し実現している。
さきに一九五六年の賃金闘争の敗北後、人事
考課による差別がもち込まれたと述べた。現在
の
賃
金
体
系
は
、
基
本
給
部
分
が
、
職
種
別
基
本
給
と、支部の要求により導入された、勤続給、年
齢給の三本建である。職種別基本給は、第二表
のように職種を等級に分け、各等級ごとに、多
数の号俸を設けるものであり、個人は人事考課
により号俸を下位から上位に進糸、また、一定
の時期、条件のもとに「昇級」することとな
る。人事考課を廃止するのが支部の要求であっ
第２表職種 別 本
級 １ 級’２級’３級’４ 級 ５ 級
駈串，目鋤璽｜保安員Ｉ霞少数派組合の団結根拠
曙l耐０
踏切保髪回；｜ｉＺⅡｉｉ
強ﾎ［：誘璽Ｅ 世聿｜施設整備。
次事貝ｌ電車見習迦蝿
ＨＱコニヮＩ少埠
E１１事務・技術脳
３０’６４６３m 
LDI６４８６ｍ 
(注） １…の部分に多数の号俸がある。その中に「第１限界-,と「第２限
２噸級は資格（属三野紀補一書記一主事補一主事）と対応する。
こ
の
よ
う
な
分
布
と
す
る
慣
行
は
、
支
部
の
交
渉
に
より、一九五六年から約一○年を経て定着した
も
の
で
あ
る
。
最
初
は
、
五
段
階
の
分
布
で
会
社
側
の
判
断
の
余
地
が
大
き
か
っ
た
。
つ
ぎ
に
三
段
階
の
一
○－八○－一○の分布となり、一九六六年春闘
で、前記の分布となった。またこの年には人事
考課により累積していた格差が是正された。一
律
に
一
号
俸
昇
給
と
は
な
っ
て
い
な
い
が
、
例
外
的
に
と
い
う
。
た
が
縮
小
し
て
残
存
し
て
い
る
。
最
近
の
状
況
に
つ
い
て
み
れ
ば
、
一
九
七
七
年
春
闘
妥
結
額
一
人
平
均
一
三、三○○円の配分の中で、四二○円が人事考
課
に
よ
る
平
均
引
上
げ
額
で
あ
っ
た
。
そ
の
分
布
も
指
定されており、賃金表の号俸の刻みで、二号俸
上
る
者
が
全
体
（
電
労
組
合
員
を
含
む
）
の
五
％
、
一
号俸上る者が九○％、上らない者が五％であっ
た
。
一
号
俸
も
上
ら
な
い
者
は
欠
勤
の
多
い
者
で
あ
る
一
一
七
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昇給しない者も、客観的に疑義の少ない欠勤率によるので、人事考課による支部組合員の差別はほぼ克服されたとふ
てよかろう。人事考課による引上げ額そのものも前記のように少額になっている。支部の闘争の過程で峰中位以下
の評価をうけた電労組合員も支部の要求を支持した。
賃金表の上の「昇級」（職種が変らないが賃金表の上で等級が上ること）については、一九六八’七一年に以下の
ような、自動的昇級の基準が協定された。すなわち、六八年の賃金改訂にあたり、「一級昇級制」として、勤続一二
年かつ同級職に五年いた者で、賃金表の「限界号俸」を超えた場合は、一級上位の最近似の上位号俸に移行するもの
である。七○年には、一級、二級という低い職級については、前記、勤続年数を一○年に、翌年には九年に短縮した。
また七○年には「二級昇級制」を設け、一級昇級制の適用をうけている者で、勤続二○年かつ同級職に一○年いた者
で賃金表の第二限界号俸を超えた者については、さらに一級上位の職級の最近似上位号俸に移行することとなった。
翌年、右の勤続二○年が一九年に短縮された。これらは、職種が変らずに勤務年数の条件を満たせば自動的に賃金表
（注五）
の等級を二級まで上位に移行することを意味している。
上位の職種に変ること（「昇職しによって賃金表上該当する職級に上ることは当然であるが、昇職についても差別
があった。例えば、電車車掌から運転士になるには登用試験があって、試験の中で不公正な取扱があり得た。そこで
支部は、所定時間以上実習した者を無試験で昇進させるよう交渉し、一九六五年ごろ実現した。労働協約には、「会
社は組合員の昇格（職種のランクに対応した資格制度上の上昇。昇格があれば通常昇職が行なわれる）については、
その人物、能力、勤務成績および勤続年数等を考査勘案して行なう」としており、制度上会社の自由裁量の余地が大
きい。上位の職種ほど客観的判断が困難となろう。しかし、支部によれば、最近では職制人事についても監視し、必
つぎに、支部の活動で反合理化闘争について見よう。総評系組合と同盟系組合は「合理化」について、基本的な方
針を異にしておりその相違は広島電鉄の「合理化」に対する両組合の対応にもしばしば顕著にあらわれてきた。しか
し、同じく総評系組合でも、「合理化」に対する闘争の方針はかなり差がある。支部の特徴は、まず私鉄総連の一員
として、「合理化」に対する産業別の基本方針やその時交の具体的方針に沿い、また私鉄総連傘下の先進的組合の経
験も参考として行動していることである。とくに、企業、職場レベルの問題について、労働協約や諸協定を締結し
て、具体的に「合理化」に伴って発生する労働者に不利な条件を克服していることは、この支部の「合理化」との取
り組柔の一貫した特徴であるが、これは、私鉄総連の運動の基調に沿ったものである。私鉄総連は、定期的に、労働
協約の改定闘争を統一的に組織しているし、労働協約の中期的な目標ともいうべき、基準を設定している。「私鉄・
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拡大する交渉をしてきた。
要に応じて発言しているとのことである。協定された基準はないが、問題があれば支部側が問い質すので、会社側は
それに答え得る基準をもっているという。支部の公正な人事基準を追求する方針からすれば、上位職種への昇進の基
準の明確化が必要になるが、そのような取り組みは必ずしも系統的に行なわれていない。もっとも、現行の賃金表で
は、職級ごとの賃金の幅（号俸の初号から股高まで）がきわめて大きく、職級による賃金格差は明瞭にあらわれな
い。従って、上位の職種あるいは職制になっても経済的利益があまりないといった事態が生じている。前記の「昇
級」制で、上位職種に移らなくとも賃金収入が相対的に良くなる保障が与えられており、そのため、昇進の基準の明
確化は組合員にあまり問題とされなかったとも考えられる。支部は昇進について一般的基準を設定しなかったが、必
要に応じて、車掌から運転士への昇進、車掌から技術職への昇進と訓練について、支部側から会社に要求し、機会を
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パス労働者と労働組合の権利基準」（一九六四）では、「合理化」を含む「労働者の労働条件に重要な影響をもつ事項
について」、管理運営事項についても団体交渉を要求するとしている。また、権利基準は、組合側労働者による職制
との職場交渉の権利を宣言している。支部も、この原則を自明の事柄としている。
一方私鉄総連は、権利の基準と並んで「私鉄・バス労働者の最低労働条件の基準」（一九六四年）をもっている。
その主要な内容は労働時間と勤務に関するもので、電車。．〈スの乗務員については労働時間を、拘束時間、実働時
間、実乗務時間の三つのレベルで規定するとともに、勤務の態様に応じて、勤務に関する詳細な基準をおいている。
また、「乗務系統表」は労働組合との協議によって作らせると宣言している。これは労働給付の長さと強度を具体的
条件のもとで規制しようとするものである。広島電鉄でも、これに見合う労使間の取決めがある。分裂前からこの慣
行があったが、分裂後、支部はとくに厳格に細目を協定するようになった。現在労働協約には、普通の産業で定めら
れている労働時間についての規定のほか「乗務員の労働条件に関する付帯条件」が付属しており、また、「労働の態
様」（実乗務時間、中間整備時間、終着整理時間等己については労使協議して定めることになっている。付帯条件
のうち市内自動車ワンマンカー乗務員の労働の態様としては、現在、ダイヤ編成にあたり乗務員の実働時間は一週を
平均して七時間（最高七時間三○分）、実乗務時間は平均五時間（最高五時間一一○分）とし、連続実乗務時間一一一時間
以内とすること、始発準倣時間は三○分、終着整理時間は一五分、燃料補給時間は三分、休憩時間は六○分以上とす
る
こ
と
、
そ
の
他
実
乗
務
三
○
分
ご
と
の
ワ
ン
マ
ン
カ
ー
手
当
を
含
む
詳
細
な
規
定
が
お
か
れ
て
い
る
。
個
女
の
労
働
者
が
ど
の
よ
う
に
勤務すべきかまたは休息し得るか、ワンマンカーの場合の割増がどうなるかについて詳細に定められているわけであ
る。「合理化」は要員の削減、配置転換などの問題とともに、ほぼ勤務態様の変更を伴うことになるが、それは、右
の枠組に合わせて決定しなくてはならない。実際も、ワンマン化、路線削減などの「合理化」協議では、勤務態様の
問題は必ず取扱われてきた重要事項である。
「合理化」をめぐる、会社Ｉ支部間の関係は、分裂以降、争議行為を伴わなかったことが第二の特徴である。「合
理化」に関して団体交渉により取り組む私鉄総連の方針からすれば、ストライキに訴えて「合理化」を阻止すること
があってもよさそうであるが、前記の種類の「合理化」はすべて平和裡に処理された。もっとも、七一年の春闘や七
五年の春闘の際の「合理化」などでは、会社は賃金交渉とからめて「合理化」を組合に受け入れさせようとし、とく
に七五年の争議は長期化した。この争議は、結局、幅をもった「合理化」の協議主題を決めて、賃金と切り離すこと
により決着をふている。七一春闘の場合は、春闘で賃上げに応ずろ際に、会社はいわゆる第二基本給の導入に固執
し、これを支部は拒否したが、それと引き換えに、ワンマそハス化、電車の系統削減に応じることとなった。
「合理化」に関する問題は、主として「協議会」における会社ｌ支部間の協議で取扱われる。労働協約により「協
議会」が設けられているが、この協議会の協約文言上の役割は狭く限定されており、新機械の導入、「輸送力の確保
に関する事項」、「能率の増進に関する事項」、事業の譲渡、縮小等点の組合員に重大な影響を及ぼす事項など「合理
化」に関連する問題が協議会の諮問事項となっているにすぎない。協議事項については協議が整えば、双方が署名し
て協約と同一の効力をもつこととなり、協議が整わなければ団体交渉に移行する旨協約に定められている。「合理
化」に関しては諮問事項であるから、この手続には乗らないと思われるが、実際上の運用は、個別の「合理化」につ
いては、会社が協議会で提案し、協議が整わなければ実施されない。協約改訂交渉、賃金交渉で会社により提起され
た「合理化」も、支部が取り上げることに同意した場合実質的内容は協議会の場で協議される。協議会は一一組合が共
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同して行なった例もあるが、一般には別々に行なわれてきた。協議会では、労使が協定に達し得る見通しのある事項
のみについて、取り上げられ（例えば、七五年の「合理化」提案二項目中八項目）そうでない場合は審議が進行し
ない。例えば、電車比治山線のワンマン化は六五年二月に会社が提案して棚上げされ、六八年四月に再度提案して再
び見送られた。支部側にワンマン化はやがて電車撤去に遮ると警戒したため絶対反対の立場をとっていたが、電車を
存続させるように会社の方針が変更されて、ようやく七一年に至り協議に入っている。
このように「合理化」についての協議が平和狸に行なわれてきた理由としては労使の基本的合意のあるものについ
てだけ実質審議が行なわれることをあげることができよう。このほか、前述のような勤務内容についての協約の枠組
を尊重するのであれば、労使間の対立を調整すべき問題の領域は限定されていると言える。さらに、電車、。ハスの乗
務員は、常時監督者の監視をうけてはおらず、また機械のペースで労働を強制されるのでもない。このようにある極
の自律性の高い業務では、労働者が納得できるような業務を個なの労働者が担当することが、業務全体を円滑にすす
めるために必要と思われる。そうであれば、会社も労働者の反対が強い場合に、一方的に会社の決定を強制すること
は、困難であろう。『合理化と組織分裂』（’九六八年）には、郊外露ハス部門では支部が劣勢のため、会社がダイヤに
ついて電労との承協議して支部を相手としなかった、また、一方的通知で「合理化」を強行し、ワンマン．ハスの導入
にあたり、会社は支部との交渉をボイコットして電労と協定し希望者を募った、と報告されている。一方、電車のワ
ンマン化については電労組合員の支持を得て、会社側の同様の動きを支部が阻止したとある。なお、郊外零ハス部門で
は、支部組合員が二○○名を超えた一九六六’六七年から支部がダイヤ協議を行ないうるようになり、これはさらに
電労からの移籍を促進した。
以上のように「合理化」に関する協議が平和裡に行なわれているとは言え、団体交渉と切り離された労使協力的協
議であるためにそうなのではなく、協約構造の枠組の中にあり、しかも、仕事の性格上、労働者の実質的な発言力が
大きいことからそうなっているのである。
第三に、支部の「合理化」に対する対応の方針は、反対を基本としつつ、個別の具体的状況に応じて弾力的であ
る。その際、「合理化」の対象とされている職場の意見が尊重されている。支部は、毎年の運動方針の中で、「合理
化」についてつぎのような論旨の基本姿勢を繰返し明らかにしている。
一合理化の本質は、資本が労働者の搾取を強化し、最大限の利潤をあげようとするところにあり、「合理化に反
対しない組合は労働組合と称するに値しない」
．こ「百の合理化に対しては百とおりの闘いがある」。合理化との対決方法は、その内容、労働者の要求、労使慣
「行、利用者への影響、組合の態勢などとの関係で決められるべきである。
］一一絶対反対か条件闘争かといった思想上の統一よりは、職場の具体的な要求を組織することが重要である。
四闘争の中心的目標は、雇用、労働条件、権利を守ることにある。組合による事前協議と同意を要求する。対置
五合理化反対闘争を通じて、団結を強化することが重要である。
六今日の合理化は、体制的合理化であり、交通政策要求など企業のわくをこえた闘争が必要である。
七臨時、・ハート、ママさん車掌などの問題もとり上げる。
主なものは以上の通りであり、いずれの項目についても、労働組合全般の反合理化闘争の方針や経験をふまえたも
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要求も行なう。
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のであることは明らかであるがく実際の問題の経過からすれば、二および三に、支部の「合理化」への取り組糸の特
徴が出ている。個別の「合理化」は一、六のような意味をもっているとしても、労・便・公衆の間の具体的関係の中
で提起され、労働者は、雇用の安定や権利を侵されまいとして具体的、要求をもつ。支部はこれを集約して経営と交
渉・協議することになる。四は、その反面として、労働者の生活と権利が守られる限りにおいて経営の自由な活動を
認めているものと解される。したがって、支部の立場は、「合理化」そのものに反対するというより「合理化」に伴
う弊害に反対するものであると考えられる。多くの「合理化」問題が、支部の職場の労働者の要求に依拠した現実的
な対応によって処理されてきた。事例によってこれを確認しておこう。
「合理化」問題を詳細に検討したが、それによれば広島電鉄における最近一○年余りの期間の「合理化」は、過疎
化や都市交通事情の変化に伴い電車、，ハスのワンマン化、不採算路線の整理が逐次行なわれたこと、一九七四年以
降、会社の経営悪化により、同種の「合理化」が集中して行なわれたことがわかる。市内電車については廃止の可能
性があったが、後述のとおり支部の反対により、継続された。このうち、市内・ハスのワンマン化について、協議経過
が定期大会に詳しく報告されている「一○号線、一二号線のワンマン化」について象ると、大要次のとおりの経過と
な
っ
て
い
る
。
一六八年九月十六日、会社より一二号線ワンマン化について提案
二分会常任委員会（一○・一四）は、絶対反対の態度をとらないこと、全体の納得の上で対処することを決定
三六日間（一○・三○’一一・四）にわたる、職種別集会で、常任委員会方針を支持すること、一○号線の所要
時分延長、労働条件の向上について同時解決することなど六○項目の要求が出る。
以上の経過では、会社の「合理化」提案に対して、職場の組合員から、実施の条件や、別個の付加的条件が数多く対
置され、中央で精力的な協議が行なわれている。中央における協議において支部側の要求は、かなり修正されたり、
継続審議になったりするが、協議結果は職場に持ち帰り、再び職場の組合員の支持にもとづいて妥結している。「合
理化」が逐次実施されるに伴い、協議手続も慣行化され、支部執行部中心に協議が進められる傾向があるように思わ
れるが、他方では、一定の協議段階で、分会レベルの協議に委ねる場合もあり、職場の組合員の要求を尊重する支部
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れた。
四常任委員会、分会委員会で右の要求を編成した要求を決定。一○号線の勤務に関する問題等九項目の同時解
決、一二号線の勤務に関する条件および一六項目の要求（休憩のための交替制の廃止、身体検査の廃止、停留所
（注六）
の舗装、交通渋滞対策、一部停留所の廃止、仮眠暗室設置、電気関係の完全整備、運転間隔の適正化、回数券自
動販売機設極、事故係増員など）
五協議会で支部は右の要求を提出（二・八）
六六九年四月二十八日、協議会において労使交渉委員間で了解に達す（協議会一○回、小委員会三回に及ぶ）
七常任委員会、分会委員会へ報告、職場討議一一一日間（五・一一一丁一五）
八一一日間にわたる班長、副班長会議で妥結承認、協議会、小委員会で、協定書、確認書を交換する旨決定し、問
協定書・確認番には、拘束、労働、実乗務の標準時間および最高時間、連続ハンドルの最高限度、ワンマンカー
当、運行所要時分、二一号線の実施に関して要求した事項の協議結果、一○号線の勤務条件の一部などが記載さ
題は解決した。
以上のような「合理化」に対する支部の取り組みが、どのような成果をもっているかについての評価は容易でな
い。「合理化」に関して、絶対反対を貫いたものはなく「合理化」は順次実施された。しかし、三一号線の例にみら
れるように、具体的条件を厳格に規制して弊害を避け、他の条件を付帯して要求するといった状況にあり、また、不
利なことが明らかな「合理化」は協議に入らないことも考慮すれば、支部は「合理化」に対してその悪影響に歯止め
をかけることに、おおむね成功したと評価してよかろう。
支部の活動として注目される他の分野は、経営それ自身に関する政策と交通政策闘争である。これらは、いずれも
経営に関する活動としては、路面「電車を守る闘い」が画期的であった。モータリゼーションの進展によって、一
九六○年代には都市の交通事情が悪化したが、その際路面電車は交通渋滞の原因のひとつとされ、また、乗客も減少
して採算が悪化する傾向にあったため全国的に路面電車は姿を消すこととなった。広島電鉄の路面電車についても、
一九六七年の広島市議会で、路面電車撤去の問題がとり上げられた。この際、支部は、社会党市議との連携により、市
内電車の、大衆輸送機関としての重要性を主張した。一方、企業内では会社は、六五年に比治山線のワンマン化を提
案し、支部は電車撤去に連るとして絶対反対した。六八年に会社は全線のワンマン化を提案し、支部の反対をうけ
た。（しかしｍ撤去に連らないとの了解のもとに白島線についての承ワンマン化の協議に入った）。この頃会社は、
運転間隔の延長や、人員が減少しても人員に合わせてダイヤを組んだ。また技術部門では人員削減と部品鱗入の
停止、設備の売却が行なわれ、「路面電車を撤去するため職場を身軽にする」政策が打ち出された。路面電車の職場
の方針は持続されている。
「合理化」と関連している。
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」九七○年、会社は、・ハス運賃の改訂に続き、軌道の基本料金を二○円から三○円に引き上げると協議会で支部に
提案した（七○・三・二）。支部側は運賃値上げは、乗客の電車離れを促進し撤去に遮るとして反対したが、会社は
三月四日、運輸省に値上げの申請を行なった。支部は、運賃値上げについて「あらゆる合法的手段で」反対すること
を決め、専門委員会（支部出身の県会議員等を含む）を設置して、本格的に運賃値上げと路面電車撤去に反対するこ
ととなった。この委員会は、協議会における支部の主張を再確認するとともに、路面電車を維持するよう会社の政策
転換を要求すること、電車の利用価値を高めるよう関係当局に要求する一」と（軌道数への乗入れ禁止など）、職場では
定時運行に心掛けること、欠車・欠便をなくし乗務員の補充を要求することなどの方針を打ち打した。この方針は、
一週間にわたり職場討議に付され、これにより意思統一が図られた。「その結果、職場の離職ムードをある程度ハネ
返し、闘い抜く決意がうまれた」という（七○・九、定期大会「会務報告」）。
この方針の具体化として、支部は、「電車問題に関する要求書」を提出して会社に団体交渉を申し入れた（七○・
六・二七）。要求の主な内容は次のようなものであった。
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では、、将来性に見切りをつけて任意退職者が増加し、職場の雰囲気は沈滞した。
一方、一九六五年、市内・ハス「乗切り制」を含む運賃改訂が問題となった際、会社が運賃値上げをするときは、組
合および公営企業危機突破共闘会議（県労、全水道、自治労、私鉄中国、広電支部、日本社会党その他より構成）の
意見を聞くこと、会社が運賃改訂を申請したときは組合（支部）に通知する旨、会社ｌ支部間に覚書が交換された。
これは、料金改訂という経営上の重要な意思決定に当り、支部が、意見を述べるという形で関与することになった）」
これは、料金韮
とを意味する。
五
交
通
政
策
を
関
係
官
庁
に
会
社
も
要
求
す
る
こ
と
時間外加給など労働条件に言及してはいるが、要求の中心は経営それ自体に関するもので、今日、普通には団体交
渉
の
対
象
と
さ
れ
て
い
な
い
事
項
で
あ
る
こ
と
は
、
注
目
に
値
す
る
。
支
部
に
よ
れ
ば
、
要
求
提
出
後
、
数
回
の
団
体
交
渉
が
開
か
れ
た。この闘争を電労組合員も支持するようになった。会社は、翌年三月に至り、広島の都市交通の中心として積極
的に電車を守る方針に転換することを明らかにした。支部は、会社の政策転換という新しい状況に対処して、要求
を練り直した。七一年七月、会社、支部、電労の三者による専門委員会が設圃され、ここで前掲の支部の諸要求の大
筋に沿った具体策が合意された。また、この専門委員会で、支部は、会社が電車を守るための具体的処置を行なえば
「ワンマンを中心とした合理化に幅をもＰとの意向を表明した。
ｊ会社が政策転換を公表して以来、電車を守ることに関する限り、支部の姿勢は、一見したところ経営に対して反
対・批判するよりも、協力・推進するものになったようにも見受けらる。電車のワンマン化を認めたことのほか、定
時発車、定時運行について三者の専門委員会によって協議するとともに、組合側でも実行委員会を設け職場の組合員
が取り組むとしたこと、欠車・欠便対策として支部組合員家族で協力できる者の拡大をはかるとしたこと（七一・七。
一四、執行委員会決定）などは、その典型的な例である。しかし、沿革的にふれば、支部側がまず電車を守る方針を
四三二
輸送分野の明確化
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人不足、欠車・欠便対策（車掌の採用、パートタイマーの採用ほか）
定時発車、定時運行（合同対策委員会の設置ほか）
撤去に結びつく政策を改め、設備、車両等の改善をはかること
八
独自に打ち出し、経営側がそれに同調して来たのであり、その限りで、労使の協力関係が成り立ったとふるべきであ
ろう。電車のワンマン化にしても、支部の立場からすれば、電車の存続に見通しがつき、労働条件規制の枠組と慣行
によって、弊害を防止できるとの見込に立ったから、認めたものと解される。また、電車を守る問題では、会社が政
策要求に熱意がない）」とに抗議し反省を求めてストライキを行なったこともある。
会社の政策転換があってから、支部の側でも変化が起ったと思われるのは、会社との協力よりも、むしろ、組合員
の仕事に関する意欲を、電車を守るという形で組織化することとなった点である。衰退しつつある職場では雇用の保
障を図るという伝統的な労働組合の政策を強力に推進することも可能であろうが、広電支部の選んだ方針は、定時運
行、車輪の保全など社会的に貢献し得るサービスの提供を通じて雇用の安定を図ろうとするものであった。これは、
仕事それ自体に誇りをもって働こうとしている労働者の潜在的・顕在的欲求と適合したものである。職場討議や幹部
と一般労働者の意見交換によって、この意欲が感じとられ、前記の自主的実行委員会の案が登場したと考えられる。
電車を守る方針が確立するとともに職場の雰囲気が活発化したという前述の報告も、この点から興味深い。
「電車を守る闘い」から派生した、業務、仕事を通じ社会的な貢献をする運動は、その後も発展している。執行
部からのききとりによれば、支部は、近年、安全・快適・迅速な市民の足を実現することを、労働組合として追求し
ているということであり、また、「乗客に親切にする」などの自主的な行動を推進しているという。仕事についての
規律を守ることは、分裂下の組合が、会社側に懲戒処分などの口実を与えないための防衛上の必要や、仕事の上での
実力を通じて対立組合員の信頼を得るという組織対策上の必要から、一般に重視されているが、広島電鉄支部の場合
は、そのような側面での幹部の指導もあるが、それとともに市民へのサービスというより積極的な位置づけで、この
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四
○
ような活動がなされている。なお、社会的貢献という目標は、労働条件の確保という目標と必ずしも一致しない場合
があり、両者の調整が必要となった。例えば、運転間隔を会社提案より短くさせる一方、最終便の時刻を早める会社
提案を拒否したりすることがあった。これらは、利用者の便を、組合員の労働条件のｌ短期的なｌ確保より優先させ
たものである。このため、支部のリーダーは職場の労働者と話し合い説得した。
「電車を守る闘い」では、会社に対する要求と並んで、自治体や交通関係官庁への働きかけが行なわれた。具体的
には、軌道蚊への諸車の乗入れ禁止、電車優先信号、電車道での全面駐車禁止、電車道での右折禁止など、交通規制
を電車優先に転換することが主要な内容であった。支部出身議員の活動、関係団体との共同行動、市民への協力の呼
びかけなどにより、七一年十二月まず諸車の軌道政への乗入れ禁止措置がとられたのをはじめ、右の要求は実現され
た。支部は、電車の運行を円滑にし、利用し易くするような施設の改善を会社に要求し（例えば、遅延解消のための
宇品終点複線化、ホーム上屋の建設など）実現させた。このようにして、路面電車が定時運行できる条件が整えら
れ、乗客の減少に歯止めがかけられた。
「電車を守る闘い」が成功した背景としては、この頃、環境問題が全国的ににわかに関心を集めつつあったという
客観的条件を無視できない。しかし、市内電車が主要都市で次女と姿を消してゆくなかで、制度的・物的条件を変え
ることにより、路面電車を利用価値のある交通機関として存続させ得るという独創的発想が、雇用Ⅱ仕事を守ろうと
する労働者の中から生まれ、支部が不退転の決意で、未開拓の分野の運動をすすめたという、主体側の条件なしに
は、電車を存続させ得なかったこともほぼ明らかである。
つぎに支部の「交通政策闘争」が、私鉄総連の運動の一環として、他の団体と共同して行なわれてきたが、これは
支部としては「電車を守る闘い」の発展ともいえよう。当社が県下・広島市内の公共交通に基幹的地位を占めるとこ
ろ
か
ら
、
地
域
の
連
帯
の
中
で
支
部
も
重
要
な
役
割
を
果
し
て
い
る
。
こ
の
運
動
の
中
で
、
支
部
の
要
求
に
よ
り
市
内
電
車
優
先
の
交
通
規制に見合う、専用漆〈スレーンの設定などが実現された。また、県、市などとの補助金、交通規制などを含む交通政
策
樹
立
の
交
渉
に
、
支
部
も
随
時
、
各
レ
ベ
ル
で
参
加
し
、
こ
れ
を
推
進
し
て
き
た
。
こ
れ
ら
の
交
渉
は
単
な
る
陳
情
に
と
ど
ま
る
も
の
ではない。例えば、私鉄広島県協議会（私鉄総連加盟の数組合より成る）は、県知事に対し過疎パスに対する補助金
増額、人件喪を含む助成、県民会議の設置等について要求醤を提出し、対県交渉を行なったが、進展があまりなかっ
た
た
め
、
抗
議
の
た
め
早
朝
の
時
限
ス
ト
を
行
な
い
、
支
部
も
参
加
し
て
い
る
。
私
鉄
総
連
の
組
合
と
し
て
当
然
の
こ
と
で
は
あ
る
が
、
支
部
が
、
企
業
の
枠
を
こ
え
た
政
策
要
求
に
相
当
の
勢
力
を
傾
け
て
い
る
こ
と
は
、
や
は
り
こ
の
労
組
の
活
動
の
特
徴
の
一
つ
と
い
っ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
最
後
に
、
「
交
通
政
策
闘
争
」
を
有
効
に
行
な
う
た
め
に
も
、
支
部
は
政
治
活
動
を
重
視
し
て
い
る
。
（
も
ち
ろ
ん
、
こ
の
場
合
交
通
政策のみに関心があるわけではない。）支部は、一九七七年度運動方針のなかで「……日本社会党と支持協力関係を
強化するとともに、その他の革新政党とは問題別に協力共闘を発展させる」としている。しかし、同時に、地方議会
の選挙については、「民社・保守系無所属とふられる者でも、その人物が誠実であり、交通政策要求に熱心であれば
こ
れ
を
推
せ
ん
す
る
場
合
も
あ
る
」
と
い
う
柔
軟
さ
を
示
し
て
い
る
。
かって、政党所属による派閥が、分裂を促進する要素のひとつとなったが、最近では、右のような日本社会党支持
の
方
針
に
も
と
づ
き
具
体
的
に
は
選
挙
の
支
援
な
ど
を
行
な
っ
て
い
る
。
（注四）七六春闘の過程で賃金配分に関連して支部執行委員会は⑮組合員に対する差別が、①表彰・懲戒③昇格、昇給、昇職
少数派組合の団結根拠
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広島電鉄の企業内統一組織が分裂して以来すでに二○年近い歳月を経た。企業内における組織統一を実現すること
は、両組織にとって自明の目標であり続けた。しかし、支部としては、私鉄総連に加盟し得る限りで、組織統一が問
題になり得るのであった（「裸統どの否定）。したがって、電労が同盟・交通労連に属し、私鉄総連とかなり異っ
た原則と行動様式をもつために、組織統一は最近では短期的な目標とはされていない。支部としては、企業内におけ
る従業員の統一よりも、私鉄総連のもとにおける労働者の統一を優先させてきたとも言える。その意味では、一般の
労働組合が、企業内の正規従業員の団結に優先的な価値を認めているのとは、対照的であると言わなくてはならな
い。このような支部の基本的態度は、分裂下の諸経験の結果として生まれたものである。
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四二
③配転、異動④配車（担当者の決定）⑤勤務決定として行なわれてきたとしている。そして、職制労働者に人事考課の権
限を与え、その賃金を優遇することが差別的な管理の機構になっていると分析して、組合員の意思統一を図った。
（注五）支部はこの時期に「通し号俸制」を要求していたが、それが部分的に受け入れられたものである。通し号俸制によれば
職種による昇給差別をなくし易くなるであろうが、他面、職繭による格差が過度に圧縮されることも考えられる。これは、組
織分裂の一因となったものであるから、支部にとっても困難な問題を含んでいる。通し号俸の要求は、当社の賃金体系が、職
務による格差を拡大し、昇給昇戦の競争を促し、労働者の不団結を招いているという理解（六七春闘）にもとづくものであろ
う。七三春闘では、私鉄総連の専門家を招いて体系問題について検討したが、体系の改正闘争は一定の成果があがり根本的な
改正を必要としない、産業・地域の賃金を参照し、職場労働者の討議により配分を決める、とした。春闘要求にあたり、最近
では、職種の代表者による小委員会で配分に関する方針を決めている。
（注六）運転間隔が短かければ利用者にとって便利であるばかりでなく、乗務員にとっても労働負担が軽減される。
四
対
立
組
合
と
の
競
合
と
統
一
分裂当初は、組織統一を当面の短期的な目標として活動していたが、数の上での劣勢から、電労にとりあってもら
えず、まだ電労にまさる条件を獲得することに成功して電労組合員に影響を与えようとしても、差別的管理によっ
て成果を無にされることもあった。そこで、支部は、一九六○年頃から電労の一般組合員と連帯して、支部の影響力
を電労にも及ぼし、また支部一の闘争力を強化することに重点をおき、組織統一は将来の課題とすることになった
（『合理化と組織分裂』）。ここでは、支部自体の組織を強化し、活動を有効なものとすることを目標としていたから、『
長期的には、支部優位のもとでの合併とか、電労組合員の支部への移籍による電労の解消とかが展望されていたと解
される。
支部の勢力が電労の五分の一とか四分の一という状況下では、支部の活動は、支部の存立を賭けた抵抗としての性
格をもっていた。二でふれた「ゼロの闘い」という表現は、適切にこの事態を示している。しかし、やがて支部は仕事
をめぐる公正な基準の漉得に成功するなどの活動で、電労組合員に影響力を及ぼし、移籍者を一迎え入れるようになっ
たほか、支部のストライキに当って、ピケットを破らないという形の電労組合員の間接的な協力をとりつけた・一九
五六年の賃金闘争で支部のピケットが、電労組合員に破られてから、支部は四’五年間ストライキ行なわなかった塁
その後、電労組合員を個別に説得して、ようやく、ピケットを守り得る見込が立つようになり、会社に経済的打撃
を与えるようなストライキを、支部は闘争の武器としてとりもどすことができた。この武器を産業別統一闘争のもと
で有効に使うことによって、支部は賃金闘争、協約闘争などに成果をあげた。最近では、支部のストライキにあたっ
て、平和的説得によりピケは完全に守られ、・ハス、電車、鉄道が完全にとまる慣例となっている。なお、支部単独ス
トでピケットを張らないとへ電労組合員は、組合の統制および就労義務とピヶットラインを越えない慣行との矛盾に
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追いやられる。そこで、電労の態度が支部の団体交渉の支障となった場合に、電労幹部に圧力を加えるため、支部が
ピ
ケ
ッ
ト
な
し
の
ス
ト
ラ
イ
キ
を
行
な
っ
た
こ
と
も
あ
る
。
最近一○年余りの主要闘争における、二組合間の相互関係を整理すると第三表が得られる。主要闘争は、支部が私
鉄総連の統一闘争の一環として要求を会社に提出し、統一的に設定されたストライキ直前に交渉のやま場が来て、交
渉が進展すればストライキを中止し、支部の満足する回答が出なければ予定通りストライキに入る、さらにストライ
キ中も交渉があり妥結すればストライキを解除するという経過になる場合が多い。電労は、支部のストライキの際、
これに合わせてストライキに入ることもあり、何も行なわないこともある。また、独自にストライキを構え実行した
こともあるが、支部はこれを産業別統一行動から離れていて効果がないとか、支部の交渉を妨害するものであると評
価してきた・一方、支部・電労の執行部間に話し合いがつき、企業内の統一委員会が設けられ、統一行動、共同ニュ
ースが刊行された闘争もあった。一九七一年春闘では、前年末から組織統一について両組合の協議が行なわれていた
こともあり春闘を通じて共闘が成立した。私鉄総連、私鉄中国、それぞれの統一ストの際、電労もストを行ない、統
一職場集会が開かれたりした。交渉のやま場では、両労組合同三役会議で、共闘の強化、同時妥結を確認し、企業内
統一の四八時間ストを構えて交渉し、これが圧力となって突入直前に同時妥結した。これは、第三表の期間で両組合
の足並みがもっとも良く揃った闘争であった。週休二日制導入問題（前年の協約闘争で約束した四週一回の週休二日
制を会社が撤回しようとしたことに伴うもｅでは、当初、合同の交渉が行なわれたが、電労が打切り、それ以後
は、両組織間のこの問題をめぐる対立は深刻となった。七五春闘では、会社が経営再建の「合理化」に固執して長期
化したが、闘争の後半で、共闘が成立し、統一交渉団が編成され、共同一一ユースが刊行された。企業内統一ストライ
キを前に、合意が成立した。しかし、この経過を詳細に染ると、電労が会社の「合理化」提案を受け入れて先行妥結
す
る
動
き
が
あ
り
、
支
部
は
共
闘
を
組
む
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
に
歯
止
め
を
か
け
よ
う
と
し
た
と
も
推
定
さ
れ
る
。
こ
の
た
め
共
闘
に
よ
って積極的に会社に圧力をかけることはできず、支部は大部分の「合理化」を認めざるを得なかった。
組織分裂下では、企業が第一組合との団体交渉を拒否したり、第二組合との交渉の場合より地位の低い管理者に交
渉にあたらせたりすることがあり、また、第二組合との妥結結果を第一組合に押しつけることもある。広島電鉄の場
合も同様であって、支部執行部によれば、一九五六年の賃金闘争から数年間（一九六三年ごろまで）、団体交渉をめ
ぐ
る
差
別
が
あ
っ
た
。
そ
の
後
は
、
両
組
合
が
主
要
闘
争
に
お
い
て
主
導
権
を
争
い
、
ま
た
、
交
渉
妥
結
の
時
期
に
、
ど
ち
ら
の
組
合
が
．
〈
タ
ー
ン
を
作
る
か
が
問
題
に
な
っ
た
。
支
部
側
か
ら
言
え
ば
、
実
質
的
な
要
求
水
準
が
、
電
労
よ
り
常
に
高
い
か
ら
、
電
労
が
妥
結
す
る
こ
と
に
よ
り
止
む
な
く
闘
争
を
終
結
す
る
か
、
電
労
が
妥
結
し
て
も
闘
い
抜
き
実
質
的
上
積
糸
を
獲
得
す
る
か
が
問
題
と
な
る
。
第
三
表で、妥結にあたり電労が．〈ターンを作った重要なケースは、六九春闘と七四春闘で、前者では賃金体系問題がから
糸
、
後
者
で
は
第
二
基
本
給
問
題
に
つ
い
て
、
両
組
合
に
要
求
の
差
が
あ
り
、
地
労
委
の
調
整
を
も
と
に
電
労
が
妥
結
し
、
支
部
が
闘
争
を
収
拾
し
て
い
る
。
そ
の
ほ
か
、
六
九
、
七
四
の
年
間
臨
時
給
与
で
も
電
労
の
先
行
妥
結
に
支
部
が
従
っ
た
。
し
か
し
、
七
四
春
闘
で
は、地労委仲裁によって電労が闘争を終結してからも、支部が単独で強い闘争（七二時間ストを柵え、四八時間実
行）を行ない、第二基本給は認めたものの、賃金体系の他の部分では会社を譲歩させ、また全従業員を対象とする一
時金を上積率させた。七五秋闘では、二年越しの週休二日制導入によるコスト増をどのように処置するかが問題とな
った。電労はすでに前年、コスト増分に見合う「合理化」に同意していたが、支部は闘争により「合理化」による原
資捻出部分を限定することに成功した。支部は、電労を上回る結果を引き出し得るようになって、春闘などの経常的
少数派組合の団結根拠
四七
電労が地労委職権あっ旋を受け入れて．〈ターンを作った六九春闘では、賃金体系について両組合間に要求の差があ
った。すなわち、支部は、当初、通し号俸制および勤続保障を要求したのに対し、電労は、勤続給を要求していた。
これは、別掲の職種を基礎とした号俸制（職能給）を骨抜きにしようとする支部と、これを悪平等の画一的賃金とみ
なす電労の立場の違いを反映するものと思われる。この年の交渉の股終段階で、体系については支部は要求を修正
し、電労は要求を取り下げて妥協に達した。
「合理化」問題でも、両組合の原則的対立はかなり顕著である。七五年長期春闘では後段で共闘が成立するが、そ
の過程で、電労は支部からの共闘申し入れに対し、「……両組合の今日までの闘争経過や現状を象た場合、合理化に
対する基本的考え方の違い等から……共闘については（実現巴非常に厳しいものがあります」と述べ、しかし、支
部も会社再建について協議に入り早期解決しようとしていることで一致する点があると回答している。一方、支部執
、
、
、
、
行委員会の支部組合員への訴えで「合理化絶対賛成の態度をもっている電労も、職場討議の進む中で、できる合理化
もできない合理化もあると、原則的に合理化反対の態度に変化した」（圏点筆者）ので共闘が成立する条件が出来た
としている。「合理化」についての公式の立場に相違あることは明らかであり、電労は「合理化」に協力的であり、
これは「合理化」の具体的主体である経営あっての労働組合、の立場に連っている。ここから第二基本給導入を徹底
様式は、支部が幸
に依存してきた。
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な闘争では、電労との共闘の必要性を認めなくなっているのが最近の状況である。
支部と電労の基本的な対立が顕著にあらわれたのは、賃金体系、第二基本給および「合理化」であり、また、行動
様式は、支部が産業別ストライキを背景とした自主的団体交渉であるのに対し、電労は、重要な問題に関して地労委
第４表支部組合員の変励 して
拒
否
す
る
こ
と
も
な
く
、
ま
た
、
週
休
二
日
制
の
た
め
「
合
理
化
」
に
協
力
す
る
こ
と
と
も
な
っ
た
。
電労が支部と基本方針を異にするため、支部にとって重要な問題に当って談歩を余儀なくされた不利益は大きい。
しかし、従業員の中に、さまざまの価値観をもつ者がいる状況のもとで、対立する組合が、宣伝、活動、成果を競い
合い、納得し得る組織を選択し得る自由が、広島電鉄の職場には存在するようになった。分裂下の組合では、会社の
差別政策によって第一組合への加入がほとんど不可能な例も少なくない。ここでも、既述のとおりかつて新入社員の
教習期間中に、支部を敵視する教育が行なわれていたが、支部はこれを止めさせたのをはじめ、組合所属による差別
待遇をなくすことに順次成功したから、従業員は、不利益をうける心配なく組合をかわることができるようになっ
た。実際に、電労から支部に転入した者も相当数あり、第四表のとおり、一九六○年代を中心に一○○名’三○○名の
爵
-
3, 少数派組合の団結根拠
８
５
５
０
、
四四
6７ 
５８ 
５９ 
７０ 
□
９
曰
８
２
９
 
、
】
『
凶
】
０
３
０
６
 
４
３
１
８
 
巳
１
８
句
1）毎年９月から翌年８月まで
2）新加入は，採用後直ちに支部に
加入した者，脱退には退職者を含
まない。
ソ、一九六○年代を中心に一○○名’三○○名の
転
入
者
が
あ
っ
た
年
も
あ
る
。
支
部
が
適
切
な
闘
争
を
行
な
っ
て
成
功
し
た
前
後
と
か
、
説
得
を
精
力
的
に
行
な
っ
た
年
な
ど
に
加
入
者
が
多
い
。
六
○
年
代
に
は
ま
た
脱
退
者
の
多
い
年
も
あ
っ
た
が
、
一
九
七
一
年
頃
か
ら
脱
退
者
は
減
り
、
他
方
、
加
入
者
の
中
に
職
制
労
働
者がふられるようになり（一九七二年’三年、
七五’六年など）、さらに、新規採用者のかな
りの部分を支部に迎えている。支部の勢力はさ
き
の
図
の
よ
う
に
相
対
的
に
強
化
さ
れ
た
。
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トライキにあたって、そのピケット・ラインを越えないことに示されるように、一般組合員にとっては、両組合の所
属の違いにもかかわらず、親近感があり、これも組織間の流動を容易にしている要素である。
支部への組合員の移動は、電労にとっては組織の危機であり、そのまきかえしも図られている。例えば一九六八’
六九年について支部『会務報告』はそのように述べている。また、一九七○年末には、組織間の移動を原則的に凍結
して組織統一を図ろうとする動きが電労側から出たこともあった。しかし、両組織間の意見が一致しないうちに、支
部側の組織拡大のための説得が行なわれて組合員の移動が続いたこともあり、両組合間の合意は成立しなかった。
さきの第三表からも窺われるように、両組織間では、共闘を強化して統一に向っているよりは、競合の成果に両者
の将来を賭ける傾向が強く、その過程で一時的な共同行動も行なわれてきたと言えよう。
以上、組織分裂下の支部は、基本的には、私鉄総連加盟組合として、その運動路線と合致した正統的な活動を、着
実に秋み重ね、労使関係を主導する地位を確立してきた。産業別組織の一員であるために、闘争を有利に進められた
ことも、ほぼ明らかである。その組織と活動は一般の企業別組合のそれと連続している。しかし、詳細にみると、差
別を排除するための諸協定、「合理化」との取り組み、電車を守る闘いなどに、創意があらわれている。
付記本稿の基礎となる調査のため法政大学特別研究助成金（昭和五三年度）を利用した。
